育　児　休　業　規　程
第１条（目的）

この規則は、就業規則第○条に基づき、従業員の育児休業および育児短時間勤務に関する取扱いについて定めるものである。
第２条（育児休業の対象者）

1． 育児休業をすることを希望する従業員であって、１歳に満たない子（養子等を含む。以下同じ。）と同居し、これを養育する者は、この規則に定めるところにより育児休業をすることができる。

2． 第１項の規定にかかわらず、次の従業員は育児休業をすることができない。
　　　①日々雇用される者および期間を定めて雇用される者
　　　②会社と従業員の過半数を代表する者との間で締結された育児休業に関する協定（以下「育児休業協定」という。）により育児休業をすることができないこととされた次の従業員
　　　　イ　入社後１年末満の従業員
　　　　ロ　子の親である配偶者が、常態としてその子を養育することができる従業員
第３条（育児休業の申出手続き）

1． 育児休業を申し出る者は、原則として育児休業を開始しようとする日（以下「休業開始予定日」という。）の１カ月前までに、会社に申し出しなければならない。

2． 申出の日後に申出に係る子が出生したときは、申出者は、出生後２週間以内に会社に必要事項を届け出なければならない。
第４条（育児休業申し出の撤回等）

1． 育児休業の申し出は、休業開始予定日の前日までに限り撤回することができる。この場合、原則として同一の子について再度の休業はできないものとする。

2． 育児休業開始予定日の前日までに子の死亡その他の特別の事情を生じた場合は、休業の申し出はなかったものとみなす。
第５条（育児休業の期間等）

1． 育児休業の期間は、原則として、子が１歳に達するまでを限度として育児休業申出書に記載された期間とする。

2． 第１項の規定にかかわらず、会社は育児休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉の向上に関する法律（以下「育児・介護休業法」という）の定めるところにより休業開始予定日の指定を行うことができる。

3． 従業員は、育児・介護休業法の定めるところにより休業開始予定日の繰上げ変更および育児休業を終了しようとする日（以下「休業終了予定日」という）の繰下げ変更を行うことができる。

4． 従業員が休業終了予定日の繰上げ変更を希望する場合には、理由を付して書面で会社に申し出るものとし、会社がこれを適当と認めた場合には、原則として、繰り上げた休業終了予定日の１週間前までに本人に通知する。

5． 次のいずれかの事由が生じた場合には、それぞれ各号に掲げる日に育児休業は終了する。
1 育児休業に係る子が１歳に達した場合・・・その子が１歳に達した日

2 産前産後休業または新たな育児休業期間が始まった場合・・・産前産後休業または新たな育児休業の開始日の前日

3 育児休業を開始した後に育児休業協定により育児休業をすることがで　　　　　　きないこととされた従業員に該当した場合・・・該当することとなった日から原則として２週間以内であって会社が指定した日

4 子の死亡などにより育児休業に係る子を養育しなくなった場合・・・その事由が発生した日
第６条（給与等の取扱い）

1． 育児休業の期間については、基本給その他の毎月支払われる給与は支給しない。

(1) 復職を誓約したものに限り給与ではなく復職後２ヶ月以上経過した時に

奨励金の扱いで月１万×休業月分を支給する。

2． 育児休業後の給与は、育児休業前の給与を下まわらないものとする。

第７条（社会保険料等の取扱い）

育児休業により給与が支払われない月における社会保険の被保険者負担分は、各月に会社が納入した額を翌月２０日までに従業員に請求するものとし、従業員は会社が指定する日までに支払うものとする。ただし、申出により育児休業期間中の健康保険および厚生年金保険保険料の被保険者負担分が免除される場合については、この限りではない。
第８条（復職後の取扱い）

育児休業後の勤務は、原則として、休業直前の就業場所および職務で行うものとする。　　　　第１項の規定にかかわらず、本人の希望がある場合および組織の変更等やむを得ない事情がある場合には、就業場所および職務の変更を行うことがある。
第９条（年次有給休暇）

年次有給休暇の権利発生のための出勤率の算定に当たっては、育児休業をした日は出勤したものとみなす。
第１０条（育児短時間勤務の制度）

1． 従業員で１歳に満たない子と同居し、これを養育する者は、会社に申し出て、育児短時間勤務の制度（所定労働時間を午前１０時から午後１７時まで（うち休憩時間は、１２時から１３時まで）の５時間とする制度）の適用を受けることができる。（代表取締役による承認にて開始・終了時間・労働時間の変更は、可能とする。）

· ここでいう午前１０時から午後１７時は、例としている為、

適用対象者の職務内容を勘案して　適宜取り決めを行う事とする。

(1) 従業員にて労働時間・開始・終了時間の変更（延長）の要望がある場合は、

代表取締役による承認をもって　開始・終了時間・労働時間の変更は、

可能な事とする。

(2) 尚、従事している作業の内容により管理者が適当と認めた場合には、

在宅での就業も可能とする。

この場合の就業の規定については、従事している案件毎に取り決めを行い

決定後報告を行う事とする。

2． この制度の適用を受けるための手続に等については、第３条および第４条の（第５条５③を除く）規定を準用する。

3． この制度が適用される間の給与については、実働時間に応じて基本給と能力手当の支給額を時間給換算した額および別に定める給与規定に基づく諸手当を支給する。

4． 定期昇給および退職金の算定に当たっては、この制度が適用される期間は通常の勤務をしたものとみなす。
第１１条（深夜業の制限）

１．小学校就学の始期に達するまでの子を養育する従業員が当該子を養育するために請求した場合には、就業規則第１６条の規定にかかわらず、事業の正常な運営に支障がある場合を除き、午後１０時から午前５時までの間（以下｢深夜｣という。）に労働させることはない。
２．１にかかわらず、次の従業員は深夜業の制限を請求することができない。
①日雇従業員
②入社１年未満の従業員
③請求に係る子の１６歳以上の同居の家族が次のいずれにも該当する従業員
　　イ　深夜において就業していない者（１か月について深夜における就業が３日以下の者を含む。）であること。
　　ロ　心身の状況が請求に係る子の保育をすることができる者であること。
　　ハ　６週間（多胎妊娠の場合にあっては、１４週間）以内に出産予定でないか、又は産後８週間以内でない者であること。
④１週間の所定労働日数が２日以下の従業員
⑤所定労働時間の全部が深夜にある従業員
３．請求しようとする者は、１回につき、１か月以上６か月以内の期間（以下｢制限期間｣という。）について、制限を開始しようとする日（以下｢制限開始予定日｣という。）及び制限を終了しようとする日を明らかにして、原則として制限開始予定日の１か月前までに、育児のための申し出を会社にしなければならない。
４．制限開始予定日の前日までに、請求に係る子の死亡等により請求者が子を養育しないこととなった場合には、請求はされなかったものとみなす。
５．次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、制限期間は終了するものとし、当該制限期間の終了日は当該各号に掲げる日とする。
①子の死亡等制限に係る子を養育しないこととなった場合・・・当該事由が発生した日
②制限に係る子が小学校就学の始期に達した場合・・・子が６歳に達する日の属する年度の３月３１日
③請求者について、産前産後休業、育児休業又は介護休業が始まった場合・・・産前産後休業、育児休業又は介護休業の開始日の前日
６．第５項第３号の事由が生じた場合には、従業員は当該事由が生じた旨を遅滞なく、会社に通知するものとする。 

第１２条（法令との関係）

育児休業および育児短時間勤務に関して、この規則に定めのないことについては、育児・介護休業法その他の法令の定めるところによる。 

（附則）
本規則は、平成○○年○○月○○日から適用する。
